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１ 趣旨 

本事業は、県内飲食店等におけるメニューの多言語化を支援し、多言語メニュー設置

店を増やすことで、インバウンド観光客が快適に利用できる環境を整備することを目的

とする。 

２ 事業の概要 

（１）事業の名称 

飲食店等多言語対応環境整備事業業務委託 

 

（２）実施期間 

令和２年９月上旬（予定）～令和３年３月３１日 

 

（３）事業内容 

別紙「飲食店等多言語対応環境整備事業業務委託契約書」（以下「契約書」とい

う。）及び「飲食店等多言語対応環境整備事業業務委託仕様書」（以下「仕様書」

という。）のとおり。 

 

（４）予算 

金６４，１３０千円（消費税及び地方消費税を含む。） 

３ 調達方式 

公募型プロポーザル方式による随意契約とする。 

企画書及びプレゼンテーションによる審査で、契約会社を１社選定する。 

（１）参加申込み 

本企画提案に参加する場合は別紙１の参加申込書を、令和２年８月６日（木） 

午後５時までに提出すること。（郵送、持参またはメール） 

（２）審査 

   ① 審査の目的 

本業務を受託するにあたっての組織の推進体制（プロジェクトチーム、人員数、

関連協力会社等とのネットワーク等）や企画内容を審査するとともに、プレゼン

テーションの実施により本業務に対する本県の考え方との親和性、企画実現性、

等を把握し、契約社１社を選定する。 
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   ② 提出書類 

項 目 内 容 部数 

会社概要 会社概要が把握できる資料 

（規模、財務状況等） 

８ 

組織体制 本業務遂行のための体制が把握できる資料 

（プロジェクトチームの編成、人員数、関連会社や

各種媒体等の協力会社のネットワーク等） 

８ 

企画提案 企画内容が把握できる資料 

【基本的な記載事項】 

・本業務遂行にあたっての基本的な考え方 

 （コンセプト、方針 等） 

・総合的な企画内容（具体的手法、関連会社等へ委

託する場合はその内容等） 

・スケジュール 

・多言語メニューのサンプル 

８ 

見 積 書 本体価格及び消費税が把握できる見積書 ８ 

      ③ 提出期限 

令和２年８月２４日（月）午前９時 

   ④ 提出方法 

持参 

   ⑤ 第１次審査 

     提出された企画提案書及び見積書について評価し、５者以内に絞る。 

    １）期日：令和２年８月２４日（月） 

   ⑥ プレゼンテーション 

    １）期日：令和２年９月４日（金） 

    ２）場所：山梨県庁内会議室 

    ３）時間：各参加社のプレゼンテーション開始時刻は別途通知 

    ４）方法：パワーポイント等スライドの使用等、各参加社において決定して構わ

ない。ただし、会場の都合上、特殊な方法で行う場合は、事前に連絡

すること。 

   ⑦ 結果の通知 

審査終了後、速やかに通知する。 

（３）注意事項 

提出書類の様式は自由とする。ただし、Ａ４版とする。（Ａ３折込可） 
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４ 契約 

（１）審査の結果、最終的に契約社を１社選定し、委託契約を締結する。 

（２）契約期間は、契約締結日から令和３年３月３１日までとする。 

（３）企画提案の内容につき委託契約締結後、契約金額範囲内で変更する場合がある。 

（４）著作者人格権による損害賠償の請求等については、本件契約社においてこれを処

理する。 

５ 質問について 

（１）質問方法及び質問送付先 

本企画提案実施要領に対し質問がある場合は、質問票（別紙２）に記載のうえ、電

子メールまたはＦＡＸにて次の宛先に送付すること。 

     E-mail 宛先：山梨県観光文化部 観光振興課 千野 宛 

           （chino-ydsj@pref.yamanashi.lg.jp） 

     ＦＡＸ番号：０５５－２２３－１４３８ 

（２）質問受付期間 

令和２年８月６日（木）午後５時までとする。 

（３）質問に対する回答 

質問に対する回答は、参加申込書の提出があった全ての者に対し、電子メールま

たは閲覧により行う。 

６ 提案の無効に関すること 

次のいずれかに該当する場合、その提案者の提案は無効とする。 

（１）この要領に定める手続きに適合しない場合 

（２）企画提案書に虚偽の記載があった場合 

７ その他 

（１）本企画提案に要する費用は、参加社の負担とする。 

（２）選考経過についての問い合わせは受け付けない。 

８ 各種書類提出先・問い合わせ先 

   〒４００－８５０１ 

     山梨県甲府市丸の内１－６－１ 



- 5 - 

     山梨県 観光文化部 観光振興課 国際観光振興担当 

     電話番号（直通） ０５５－２２３－１６２０ 

     ＦＡＸ番号    ０５５－２２３－１４３８ 
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（別紙１） 

 

                                                      令和  年  月  日 

 

 

 山梨県知事 長崎 幸太郎  殿 

 

 

                       住所  

                                              商号又は名称 

                                              代表者氏名         印 

 

 

参加申込書 

 

 「飲食店等多言語対応環境整備事業業務委託」に係る企画提案に参加を申し込みます。 

 

 

＜企画提案社の概要＞ 

 

 

企

画

提

案

社 

会社（団体）名  

 

連

絡

担

当

者 

所属 

所在地 役職 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ Tel 

Fax 

E-mail 

設立年月 
 

資本金（億円） 
 

売上金（億円） 
 

従業員数（人） 
 

山梨県との契

約を行う事業

所（商号又は名

称、所在地、代

表者） 

 

関連会社 
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参加申込書 

（企画提案応募資格確認申請書） 
                    

令和  年  月  日 

 

 

山梨県知事 長崎 幸太郎 殿 

 

               所  在  地 

 

商号又は名称 

 

代表者職氏名           印 

 

 

 次の提案に応募する資格について、確認されたく関係書類を添えて申請します。 

 

 

  １ 提案に付する事業名     飲食店等多言語対応環境整備事業業務委託 

（令和２年７月３１日付け公告） 

 

  ２ 添  付  書  類      ①誓約書（様式２） 

②役員名簿（様式３） 

 

 

※ 物品等入札資格者名簿に登載されている場合は、競争入札参加資格通知書（写）を添付すること。

この場合において、上記添付書類の提出は不要とする。 
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誓  約  書 

 

 私は、下記の事項について誓約します。 

なお、県が必要な場合には、山梨県警察本部に照会することについて承諾します。 

また、照会で確認された情報は、今後、私が県と行う他の契約等における身分確認に利用することに

同意します。 

 

記 

 

１ 自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。 

（１） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 

   ７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

（２） 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

（３） 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える 

   目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者 

（４） 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供給するなど、直接 

   的若しくは積極的に暴力団の維持・運営に協力し、又は関与している者 

（５） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（６） 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が上 

   記（１）から（５）までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結してい

る者 

２ １の（２）から（６）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他 

 の団体又は個人ではありません。 

 

令和  年  月  日 

 

山梨県知事 長崎 幸太郎 様 

[法人、団体にあたっては事務所所在地] 
住 所                          

                    [法人、団体にあたっては法人・団体名、代表者名] 
（ふりがな） 
氏 名                                                ○印   

 

生年月日   （明治・大正・昭和・平成）    年   月   日 
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役 員 名 簿 

会 社 名                 

作成担当者                 

連 絡 先                 

     令和２年７月３１日現在の役員 

役 職 氏 名 氏名のふりがな 性別 生年月日（明治 M、大正 T、昭和 S、平成 H） 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

１ 本様式を山梨県が山梨県警察本部に照会することについて異議ありません。 

２ 虚偽の記載等を行った場合には、参加資格の取消並びに契約の解約等がなされても異存ありませ

ん。 

 

年   月   日 

 

住 所 

 

氏 名（会社の名称及び代表者名）                   代表者印 

 

※ この名簿には、法人の場合は登記簿謄本の「役員に関する事項」に記載されている役員 

（事業協同組合の場合は理事）を記入してください。監査役についてもご記入ください。また、契約の

締結に関して営業所等に権限が委任されている場合には、その委任を受けている営業所等の代表者も記

入して下さい。 

 個人の場合については、この名簿にその個人事業主を記入して下さい。 
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（別紙２） 

 

 

山梨県 観光文化部 観光振興課 国際観光振興担当 千野 宛 

 

 

送付日：令和  年  月  日 

 

質  問  票 

 

会社名 
 

住 所 
 

所属部署 
 

TEL 
 

質問者 

氏 名 

 FAX 

e-mail 

 

 

［質問内容］ 

 


